参　　　　考

青森県消費者物価指数の概要
１．指数の性格
青森県消費者物価指数は、県内の世帯が購入する家計にかかる財及びサービスの価格等を総合した物価の変動を時系列的に測定するものである。

すなわち、青森県消費者物価指数は、家計の消費構造を一定のものに固定し、これに要する費用が物価の変動によって、どう変化するかを指数値で示したものである。

したがって、世帯が購入する財とサービスの種類、品質又は購入数量の変化に伴う世帯の生計費の変化を測定するものではない。
２．指数算式
指数算式は、基準時加重相対法算式（ラスパイレス型）である。


[image: image1.wmf]１００

´

=

å

å

=

=

n

1

i

i

0

n

1

i

i

0

i

0

ti

t

W

W

P

P

I


３．指数の基準時及びウエイトの参照年次
指数の基準時及びウエイトの参照年次は、平成１２年１月～１２月の１年間である。
４．指数品目
指数計算に採用する品目は、世帯が購入する多数の財及びサービス全体の物価変動を代表できるように、家計の消費支出の中で重要度が高いこと、物価変動の面で代表性があること、さらに継続調査が可能であること等の観点から選定した５９２品目に持家の帰属家賃４品目を加えた５９６品目としている。
５．価格
指数計算に採用する品目の価格は、青森県小売物価統計調査及び総務庁統計局の実施する小売物価統計調査によって得られた小売価格を用いる。
  （１）調査市町
調査市町は次の８市２町である。
        ・青森県小売物価統計調査
　　　　　　弘前市、八戸市、黒石市、五所川原市、十和田市、三沢市、鰺ヶ沢町、三戸町
　　　　・小売物価統計調査（総務庁統計局）
　　　　　　青森市、むつ市
　（２）調査地区及び調査店舗
各市町において、財の小売価格及びサービスの料金を調査する「価格調査地区」と、民営借家の家賃を調査する「家賃調査地区」を設定し、その調査地区の中から実際に調査を行う小売店舗、事業所及び世帯を選定している。

調査店舗、事業所（以下、「調査店舗」という。）は、各調査地区内で調査品目の販売量又は経営規模の大きい順に所定数選定している。
  （３）調査価格
調査する価格は、調査期日に調査店舗で実際に販売されている平常の小売価格又はサービス料金であって、一時的な廉売価格、災害等に起因する異常価格、月賦販売による価格及び中古品の価格などは調査されない。
　（４）調査品目
各調査品目については、一定の銘柄（以下、「基本銘柄」という。）で数量、単位等を指定し、価格を調査している。

しかし、指定した基本銘柄の出回りが少ない市町がある場合は、その市町の実情に即して出回りの多い銘柄を定めて「市町銘柄」とし、これを調査することとしている。

この場合、同一品質の価格変化率を把握するため、変更時点における新旧両銘柄の価格を同時に調査している。

また、出回り変化などを考慮して、毎年、一部調査品目の基本銘柄を改正している。
　（５）調査期日
青森市、むつ市の生鮮魚介、生鮮野菜及び生鮮果物（以下「生鮮食品」という。）は、毎月上旬、中旬、下旬の３旬に調査しており、それぞれ５日、１２日、２２日を含む週の水曜日、木曜日及び金曜日を調査日とし、いずれか１日を含む前３日間を調査している。

これ以外は、全て１２日を含む週の水曜日、木曜日及び金曜日のいずれか１日を調査している。
６．比較時価格
各調査市町で調査された価格を用いて市町別、品目別の小売平均価格を算出し、これを比較時価格として指数計算に用いる。

市町別、品目別の価格は、原則として、調査価格の単純平均により算出する。
７．基準時価格
基準時価格は、原則として平成１２年１月から１２月までの各月の平均価格を単純平均した価格である。

ただし、生鮮食品については、月別ウエイトによる加重平均価格である。

８．ウエイト
　（１）市町別品目別ウエイト
青森市とむつ市については、総務省統計局で実施している家計調査で得られた平成１２年平均の１か月１世帯当たり品目別消費支出額から算出している。
その他の市町については、総務省統計局で作成した地方都市階級別の資料を基に県で算出している。
  （２）県総合品目別ウエイト
調査対象市町毎に平成７年国勢調査結果の単身者世帯を除く世帯数を求め、調査対象市町の当該世帯数合計に占める構成比率を算出し、これに①のウエイトに乗じ、品目毎に合算している。

９．指数の計算
指数の計算は、まず、品目毎の価格指数（Ｐｔ÷Ｐ０）を各品目のウエイトにより加重平均して、最小類の指数を算出し、次に、各最小類の指数を当該類ウエイトにより加重平均して上位類の指数を算出している。

以下、同様にして、中分類指数、１０大費目指数、総合指数の順に積み上げる。
県の指数は、各市町の品目別価格指数を各市町のウエイトにより加重平均して、県の品目別指数を求め、次に県のウエイトを用い、上記の方法により順次上位類を計算し、総合指数を算出している。
10．上昇率の計算
対前月上昇率、対前年同月上昇率、対前年上昇率等は、次の式により算出している。
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11．寄与度
寄与度は、物価全体の上昇に対して各項目がどれだけ影響したかをみるものであり、各項目の寄与度の合計が総合指数の上昇率に一致する。（※ただし、四捨五入の関係で、一致しない場合がある。）
なお、寄与度は次の式により算出する。
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12．指数の作成系列
基本分類指数は、「総合」指数の他１０大費目及びこれを細分化した中分類指数、並びに「生鮮食品」、「生鮮食品を除く総合」及び「持家の帰属家賃を除く総合」指数等を作成している。
13．利用上の注意
　この報告書に掲げる数値は、県独自で集計したものであるため、総務省統計局公表の数値と異なる場合がある。
I：指数


P：価格


W：ウエイト


ｉ：品目
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